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総合学科や単位制導入など、さまざまな高校改革が進められて
いる。教育システムの多様化の現状と課題、また望まれる改革に
ついて、この問題に詳しい国立教育政策研究所の教育政策・評
価研究部長・小松郁夫氏にうかがった。

量の問題と質の問題

―― 現在の日本の高校教育は、どのよう

な問題を抱えているのでしょうか。

小松 量の問題と質の問題で分けてみま

すと、まず量では高校進学率は100％に迫

るほど高くなっており、施設もある程度整備

されています。むしろ、少子化の時代を迎

えて教室などは余ってきた。その実態に合

わせて、キャパシティを縮小していかなけれ

ばならない。具体的には、統廃合や定員の

削減をいかに進めるか、それが高校改革の

今日的課題となっています。各都道府県の

教育委員会は、既に適正規模、適正配置の

検討に入っていますが、一筋縄にはいきま

せん。県議会が県立高校の圧縮に難色を

示すといったことがあり、どこも苦労してい

ます。特に都市部では、私立高校との棲み

分けの問題が出てきます。かつて団塊ジュ

ニアが進学期を迎えたとき、生徒が急増し、

行政だけでは対応し切れなくなり、私立学

校の協会に「定数を増やしてほしい」と依

頼した。それを受け、拡大路線をとったの

に、ここにきて「生徒が減ったから」と簡単

に縮小できない、というのが私立高校側の

反応です。かつて公私協力で対応した仲

が、今や市場を奪い合うかたちです。

―― 質に関する問題には、どのようなこと

がありますか。

小松 高校進学率が上がれば、必然的に

生徒は多様化します。近年、それに呼応し

て高校教育の多様化が進められてきまし

た。総合学科、単位制などの高校をつくり、

新しい教育システムを工夫し、ユニークな科

目を用意してきた。その試みはよいとして、

問題は生徒の間に戸惑いが生まれている

ことです。保護者も、どのような勉強をする

高校なのか明確にイメージできていない。中

学校の進路指導担当の教員でさえ、変化に

対応できていない人がいるようです。

―― 高校改革に関する情報開示が十分な

かたちでなされていない、ということでしょうか。

小松 時代の変化に合わせて教育の質を変

えていかなければならないのが確かであり、

今、打ち出されている諸々の改革のねらい

や方向性が正しいとしても、もう一段丁寧に

関係各位に内容を示す必要があるでしょ

う。そもそも教育システムを変えるのが難し

いのは、教員にとっては自らの経験を踏ま

えた教育ができなくなり、保護者も自分が学

んだ時代の教育しかイメージできないとい

うところにあります。そのような意味では、新

しい試みからワンサイクルを経て、そこを卒

業した人たちが教員になる時代を迎えれ

ば、状況はかなり変わっていくと思います。

―― 旧来のタイプの高校は、どのような質

的な課題を抱えているのでしょうか。

小松 私立との競合の中、公立の進学校

の実績が低下したということがあります。そ

こで東京都は、都立高校の復権を高校改

革の柱に据えています。大阪府も同じパター

ンです。近年、税金で運営される高校に対

する批判が高まり、「教育委員会としてきち

んと応えよう」ということで、その試みは成功

しつつあると思います。地方の公立校も、

都市部の私立中高一貫校との競争におい
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※ デュアルシステム：ドイツで盛んに行われている職業訓練プログラムのこと。参加者が企業に見習い
生として所属し、訓練生として週3～4日は現場・企業または訓練所で実地訓練を受け、残りの週1～2日
は職業学校で理論教育を受ける。参加期間は通常3年で、修了試験の合格により、各業種の資格を取
得することができる。ドイツでは、義務教育を終えた若年者の約7割が職業学校に進み、デュアルシステ
ムに参加している。

て旗色が悪くなっており、多くの県の教育

委員会が、地域の名門県立高校の復権を

改革のテーマに据えています。

―― 地域社会に役立つ高校という改革

の視点もあり得るのでは。

小松 地域密着型の高校ということでは、

農業や水産などの地場産業における後継

者養成というニーズに高校教育をいかに結

び付けるか、というテーマがあります。それ

に関連して言えば、後継者育成の仕組みと

してデュアルシステム※がよく取り上げられ

ていますが、もともと本家のドイツのような徒

弟制度が日本にはありません。企業文化も

異なる。日本でモノづくりを支えてくれる若

者を育成するときは、日本のモノづくりの文

化や伝統、後継者育成の方法をうまく組み

込まなければならないと思います。

義務教育と高校教育の相違

―― 特色ある学校づくりが進められるよ

うになっていますが、その課題は。

小松 高校の場合、入口で生徒を選抜しま

すから「生徒に合った学校づくり」というこ

とで、特色ある学校づくりを進めやすく、そ

こに学校評価システムを活かすことも比較

的容易です。現に、各都道府県の教育委員

会が高校の学校評価を始めています。た

だ、高校で用いた手法を市区町村の教育委

員会がそのまま小中学校に応用しようとす

れば、齟齬が生じるかもしれません。義務教

育は、国民共通の基礎基本を身に付けさせ

ることが主たる目的ですし、市区町村の教

育委員会は人事権がないことからも、特色

ある学校づくりは高校よりも難しいはずです。

たとえ学校選択制をとっていたとしても、義

務教育のしばりがある以上、その取り組みに

は高校ほどの差は出せないでしょう。義務

教育課程は、あくまでも土台をしっかりとつ

くるのがミッション（役割・使命）であり、そこ

に地域の特性といった個別の要素をどれだ

け加味していくか、ということになると思いま

す。それに対して高校は、より多様性を追求

できるのだから、校長がよりリーダーシップを

発揮しやすい仕組みにしていく。そのような

整理が妥当なはずです。ところが、現実の

仕組みを見ると、それとは逆で、公立高校の

校長の任期が極端に短いのです。せめて5

年、できれば10年以上やってもらうようにした

上で、必要な人事権を与えるべきでしょう。

―― イギリスの地域運営学校のように、住

民組織が経営力のある校長を選ぶという仕

組みは、日本の公立高校にうまく適用し得

るでしょうか。

小松 私としては、そのようなことがあって

もよいと思うのですが、難しいのは公立高校

の人事の仕組みです。学校というのは小・

中・高と上に行くほどブランドやネームバリュー

が幅を利かせるようになっていくものです。

高校の教員になると、その思い描く出世コー

スは、実力を認められて校長となり、最終的

には県下ナンバーワンの高校に赴任する。

そこを勤めあげたら、県の教育センター長や

教育長になる、というものです。そこに地域

運営学校の制度との乖離があります。

―― 公立校にも中高一貫教育が広がり

つつありますが、それに関してはどのような

取り組みが求められるのでしょうか。

小松 東京都もこの4月、首都大学東京附

属の中高一貫校の桜修館中等教育学校を

開校させました。私もカリキュラムづくりなど

に関与していますが、同校は「リーダー的な

子どもを育てる」というミッションを掲げていま

す。私としては、公立学校である以上、個人

的な利益を追い求めるエリートではなく、社

会・公共に貢献する人を育ててほしいと思い

ます。例えば、県庁職員として県を支える人

材のうち、一定の割合を県で責任を持って育

てる。それを、地域の公立の中高一貫校の

ミッションのひとつにしてもよいはずです。ま

た今後、多様な中高一貫校が出てくることを

期待しています。文化、スポーツなど得意な

分野で才能を伸ばすとか、社会で生きてい

くための技術をじっくりと身に付ける中高一

貫校があってもよいはずです。一方で私は

「すべて中高一貫にすればよい」という意見

には与
くみ

しません。3年で一度区切って小さな

ハードルを飛ばせた方がうまく伸びる子ども

も多く、6年間入試というハードルがないこと

がマイナスに働く子どももいるのですから。

「第2のパスポート」を

―― 評価を含め、教育改革に競争という

要素を取り入れることの効果は。

小松 私は「民間人校長、結構」、「株式会

社が学校をつくって何がいけないのか」と

言ってきましたから、教育学者の中でも競争

の効用を説く人間と見られているでしょう

が、日本の教育界は変化に対して極めて

慎重なところがあります。このような時代を

生きていく人間を育てるのですから、教育

界に求められているのは、変わることを恐れ

ず、むしろ変化にチャレンジできることに喜

びを覚える人間、変化に強い人間を育てる

ことであるはずです。しかし、教える側が変

化を嫌う。同情すれば、チャレンジしても、あ

るのはリスクだけ、ご褒美のない世界という

こともあるのですが、本来、失敗を教えるの

も教育のはずです。人間はつまずきながら

痛みを覚えるものであり、そもそも人生には

つまずきが付き物ですから、むしろほどほど

の石ころを置いてやるのが教育でしょう。き

れいに予定通りに進む授業は、実はつまら

ないものですが、そのような授業が目につ

きます。私は「カーリング教育」と呼んでいま

すが、保護者や教員は子どもがつまずかな
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いよう一生懸命に進行方向を掃き清め、邪魔

なものを取り除いてやる。子どもはつまずきを

知らないまま成長し、ちょっとしたつまずきで

パニックを起こしたり、軌道を外れたりする。

―― 大学全入時代を迎え、さらに競争的

要素が失われているようです。

小松 大学が定員割れを起こす中、競争

率は低下し、「大学を出ておいた方がよい」

というモチベーションもかつてほど効かなく

なった。しかも、大学は卒業生についてきち

んとした質的保証をしていません。かたち

ばかりの卒論だけ。何のデータもなしに卒

業証書を乱発している。口の悪い人に言わ

せれば、「あれは授業料の領収書だ」という

ことです。イギリスは、小学校修了、義務教

育修了、それぞれの段階で国がテストを実

施しています。そのような意味で今回、文部

科学省が始めようとしている全国共通テス

トは大賛成です。

―― 職務資格同様、教育機関は何らか

のかたちで質の保証をするべきであると。

小松 それは日本の学歴がグローバルな

証明たり得るか、ということにも絡んできます。

1999年のケルン・サミットでイギリスのブレア

首相が「国籍だけでなく学歴を証明する『第

2のパスポート』を各国でつくろう」と提唱し

ました。イギリスがつくり、EUもつくった。日

本も早急にその用意をするべきでしょう。発

達した現代社会における一人前の市民とし

て必要な学力・知識を備え、道徳・倫理を身

に付けている。それを中等教育修了の段階

で証明する。21世紀、労働市場がますます

流動化するとき、日本の教育機関の卒業資

格が世界中で通用するようにして、どの国の

大学でも受けられる基礎学力の証明にす

る。そのようにグローバルな視点で、高校改

革を考えていかなければならないはずです。

―― 国家間の相互承認を進めるというこ

とですね。

小松 そのようなことに関しては、統合を経

験しているEUの取り組みはさすがに早く、

どの加盟国の中等教育を受けても、どの加

盟国の大学でも受験できるようになってい

ます。また、国際的にはIB（International

Baccalaureat／国際バカロレア）の基準が

あり、英米のかなりの大学が受験資格とし

て認めていますが、日本はそのような意識

がまだ希薄です。

―― 差別が生じることを恐れているので

しょうか。

小松 学習障害の子どもなどについては、

社会としてどうサポートしていくかをはっき

りとさせることです。イギリスの例をひけば、

16歳で義務教育が終わり、その段階で科目

ごとに試験を受けます。そのとき1科目もク

リアできない低学力の子どもが7～8％いま

すが、同国にはアカデミックな能力評価のほ

か、勤労体験をさせて、きちんと働けるかを

見るという別立ての仕組みもあります。尺度

を複数用意することで、誰もが社会で自分

の居場所を見付けられるようにする。それ

を政府も学校も支援するというかたちです。

一方、フロンティア精神に溢れるアメリカ社

会は、立身出世のモチベーションが働き、そ

こから社会的ダイナミズムが生まれます。日

本社会にも、かつてはそれがあったはずで

す。頑張れば、誰もが、なりたい自分になれ

る。医師にも、弁護士にも、社長にもなれる。

教員は、そのように幻想を振りまき、「だから

みんな頑張れ」と叱咤激励してきた。

―― それがある種の限界を迎えたとすれ

ば、新たな理念が求められますね。

小松 もはや高校進学率が100％に近づ

き、義務教育は実質的に18歳まで伸びてい

るのですから、高校を教養教育の場ととら

え、大人になるために必要な知識と教養は

どのようなものか、という視点からカリキュラ

ムを見直していくべきではないでしょうか。

今後とも日本が国際競争力を維持していく

ためには、途上国の労働者と違う専門性な

りスキルなりを身に付けなければなりま

せん。そして21世紀、先進国である日本を

担って行く国民の責任、期待があるはずで

す。おそらくそれは20世紀以前のような弱

肉強食型ではなく、他国民と共生していくと

いうかたちでしょう。その中で、できれば他

国民の目標とされるべく、日本人全体のレ

ベルを上げる。18歳までにそのような国民、

市民として完成させる、という目標を据えた高

校改革が求められるのではないでしょうか。

――　明確な目標設定が求められるという

ことでしょうか。

小松 日本では「人間力」という抽象的な

表現が使われますが、イギリスの学会では

「エンプロイアビリティ（Employability／雇

用可能性）」という即物的な表現がよく用い

られています。知識でも技でもよい。しっか

りと身に付け、世の中で自分の居場所をつ

くれ、と。あるいはブレアの言った「福祉か

ら仕事へ」、つまり国に支えてもらう人では

なく、働き税を納め、社会や国を支える人に

なれ。それらのイギリスのメッセージは実に

簡潔であり、明瞭です。

読者の皆様のご意見・ご感想をお寄せください。

h-bunka@lec-jp.com
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